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○火災予防規則 

（炉等の防火上支障のない措置） 

第９条の２ 条例第 3 条第 3 項ただし書に掲げる防火上支障のない措置を講じた場合

（第 3 条の 2 第 2 項、第 3 条の 3 第 2 項、第 3 条の 4 第 2 項、第 4 条第 2 項、第 5

条第 2 項、第 6 条第 2 項、第 7 条第 2 項、第 7 条の 2 第 2 項及び第 8 条の 2 におい

て準用する場合を含む。）とは、次の各号のいずれかに該当する場合とする。 

(1) 屋内に設けるものにあっては、炉等の周囲に 5 メートル以上、上方にあっては

10 メートル以上の空間を保有するとき、又は炉等を設置する部分に、スプリンク

ラー設備、水噴霧消火設備、泡消火設備、不活性ガス消火設備、ハロゲン化物消火

設備又は粉末消火設備が令第 12 条、第 13 条、第 14 条、第 15 条、第 16 条、第 17

条若しくは第 18 条に定める技術上の基準に従い、又は当該技術上の基準の例によ

り設置されているとき。 

(2) 屋外に設けるものにあっては、炉等の周囲に 3 メートル以上、上方にあっては 5

メートル以上の空間を保有するとき、又は不燃材料(建築基準法（昭和 25 年法律第

201 号)第 2 条第 9 号に規定する不燃材料をいう。以下同じ。）で造られた外壁

（窓及び出入口等の開口部に防火戸（条例第 3 条第 3 項の防火戸をいう。以下同

じ。）を設けたものをいう。）等に面するとき。 

 

（点検及び整備の要領等） 

第１３条 条例第 3 条第 2 項第 2 号（条例第 3 条の 2 第 2 項、第 3 条の 3 第 2 項、第 3

条の 4 第 2 項、第 4 条第 2 項、第 5 条第 2 項、第 6 条第 2 項、第 7 条第 2 項、第 7

条の 2 第 2 項、第 8 条、第 8 条の 2 及び第 10 条の 2 第 2 項において準用する場合を

含む。）に規定する必要な点検及び整備並びに第 12 条第 1 項第 9 号（条例第 8 条の

3 第 1 項及び第 3 項、第 12 条第 3 項、第 12 条の 2 第 2 項、第 13 条第 2 項及び第 3

項、第 14 条第 2 項及び第 4 項、第 15 条第 2 項、第 16 条第 2 項並びに第 17 条第 2

項において準用する場合を含む。）に規定する必要な点検、絶縁抵抗等の測定試験

及び補修の結果は、記録し、その記録を 2 年間保存しなければならない。 

 

 

 

 

 

（サウナ設備） 

第７条の２ サウナ室に設ける放熱設備（以下「サウナ設備」という。）の位置及び構

造は、次に掲げる基準によらなければならない。 

(1) 火災予防上安全な距離を保つことを要しない場合を除き、建築物等及び可燃性の

物品から火災予防上安全な距離として離隔距離基準により得られる距離以上の距

離を保つこと。 

(2) サウナ設備の温度が異常に上昇した場合に直ちにその熱源を遮断することがで

きる手動及び自動の装置を設けること。 

２ 前項に規定するもののほか、サウナ設備の位置、構造及び管理の基準については、

第 3 条（第 1 項第 1 号及び第 10 号から第 12 号までを除く。）の規定を準用する。 

javascript:void%20fnHonLink(285,'x6020101043206191.html','J3_K3')
javascript:void%20fnInyLink(100777,'1903200004320619h.html','TOP')
javascript:void%20fnInyLink(100782,'2600100004320619h.html','TOP')
javascript:void%20fnHonLink(285,'x6020101043206191.html','J3_K3')
javascript:void%20fnHonLink(285,'x6020101043206191.html','J3_K2_G2')
javascript:void%20fnHonLink(285,'x6020101043206191.html','J3-2_K2')
javascript:void%20fnHonLink(285,'x6020101043206191.html','J3-3_K2')
javascript:void%20fnHonLink(285,'x6020101043206191.html','J3-4_K2')
javascript:void%20fnHonLink(285,'x6020101043206191.html','J3-4_K2')
javascript:void%20fnHonLink(285,'x6020101043206191.html','J4_K2')
javascript:void%20fnHonLink(285,'x6020101043206191.html','J5_K2')
javascript:void%20fnHonLink(285,'x6020101043206191.html','J6_K2')
javascript:void%20fnHonLink(285,'x6020101043206191.html','J7_K2')
javascript:void%20fnHonLink(285,'x6020101043206191.html','J7-2_K2')
javascript:void%20fnHonLink(285,'x6020101043206191.html','J7-2_K2')
javascript:void%20fnHonLink(285,'x6020101043206191.html','J8')
javascript:void%20fnHonLink(285,'x6020101043206191.html','J8-2')
javascript:void%20fnHonLink(285,'x6020101043206191.html','J10-2_K2')
javascript:void%20fnHonLink(285,'x6020101043206191.html','J12_K1_G9')
javascript:void%20fnHonLink(285,'x6020101043206191.html','J8-3_K1')
javascript:void%20fnHonLink(285,'x6020101043206191.html','J8-3_K1')
javascript:void%20fnHonLink(285,'x6020101043206191.html','J8-3_K3')
javascript:void%20fnHonLink(285,'x6020101043206191.html','J12_K3')
javascript:void%20fnHonLink(285,'x6020101043206191.html','J12-2_K2')
javascript:void%20fnHonLink(285,'x6020101043206191.html','J13_K2')
javascript:void%20fnHonLink(285,'x6020101043206191.html','J13_K3')
javascript:void%20fnHonLink(285,'x6020101043206191.html','J13_K3')
javascript:void%20fnHonLink(285,'x6020101043206191.html','J14_K2')
javascript:void%20fnHonLink(285,'x6020101043206191.html','J14_K4')
javascript:void%20fnHonLink(285,'x6020101043206191.html','J15_K2')
javascript:void%20fnHonLink(285,'x6020101043206191.html','J16_K2')
javascript:void%20fnHonLink(285,'x6020101043206191.html','J17_K2')
javascript:void%20fnHonLink(285,'x6020101043206191.html','J17_K2')
mhtml:file://C:/Users/oa/Desktop/各法令/福山地区消防組合火災予防条例.mht!https://www.city.fukuyama.hiroshima.jp/shobokumiai/home/reiki_int/reiki_honbun/x6020101001.html#j3


- 83 - 

 

○福山地区消防組合告示第５号 

 

必要な知識及び技能を有する者の指定 

 

平 成 4 年 7 月 1 日 

福山地区消防組合告示第 5 号 

 

福山地区消防火災予防条例（平成 2 年条例第 18 号。以下「条例」という。）第 3 条第

2 項第 3 号、第 12 条第 1 項第 9 号及び第 19 条第 1 項第 13 号の規定に基づき、「必要な

知識及び技能を有する者」を次のように指定する｡ 

 

１ 条例第 3 条第 2 項第 3 号（条例第 3 条の 2 第 2 項、第 3 条の 3 第 2 項、第 3 条の 4

第 2 項、第 4 条第 2 項、第 5 条第 2 項、第 6 条第 2 項、第 7 条第 2 項、第 7 条の 2 第

2 項、第 8 条、第 8 条の 2 及び第 10 条の 2 第 2 項において準用する場合を含む｡）に

規定する必要な知識及び技能を有する者は、次に掲げる者又は当該設備の点検及び整

備に関しこれらと同等以上の知識及び技能を有する者とする｡ 

(1) 液体燃料を使用する設備にあっては、次に掲げる者 

  ア 一般財団法人日本石油燃焼機器保守協会から、石油機器技術管理士資格者証の

交付を受けた者 

  イ ボイラー及び圧力容器安全規則（昭和 47 年労働省令第 33 号）に基づく特級ボ

イラー技士免許、一級ボイラー技士免許、二級ボイラー技士免許又はボイラー整

備士免許を有する者（条例第 4 条第 2 項、第 8 条及び第 8 条の 2 において条例第

3 条第 2 項第 3 号を準用する場合に限る｡） 

(2) 電気を熱源とする設備にあっては、次に掲げる者 

  ア 電気事業法（昭和 39 年法律第 170 号）に基づく電気主任技術者の資格を有す

る者 

  イ 電気工事士法（昭和 35 年法律第 139 号）に基づく電気工事士の資格を有する

者 

２～３ （略） 

 

 

【解釈及び運用】 

本条は、電気、ガス等を熱源とする放熱器及びその他の高温を発生させる装置により、

高温低湿の空間を作る設備に係る位置、構造及び管理の基準について規定したものである。 

なお、最近、スイミングクラブや美容室及び一部の医療機関等において、低温サウナや

採暖室等と称し、身体を乾かしたり、美容や医療的な目的に使用するなど特殊な例が見ら

れるが、基本的には本条の適用を受けることとなる。 

 

１ 第 1 項 

 (1) 柱書き 

ア 「サウナ室」とは、本条第 1 項に規定するサウナ設備を設け、室内全体を熱源に

よって温度 90～120℃（湿度 5～10％）とし、この中に入って人体の発汗を促進させ

る高温低湿の熱気浴室をいう。 

イ 「放熱設備」には、電気ヒーターが一般的に多く用いられているが、その他に熱

風炉で発生された熱風をダクトでサウナ室内に送る方式のもの、高温の蒸気サウナ
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室内のスチームラジエーターで熱交換し、熱気を作る方式と電気ヒーターを併用す

る方式のもの、又は熱放射管でガスを燃焼させることにより、熱放射管表面から遠

赤外線を放射させる方式のもの等がある。 

(2) 第 1 号 

ア 「火災予防上安全な距離を保つことを要しない場合」とは、条例第 3 条第 1 項第

1 号の【解釈及び運用】によること。 

イ 「離隔距離基準により得られる距離」とは、「対象火気設備等及び対象火気器具等

の離隔距離に関する基準」（平成 14 年消防庁告示第 1 号）により得られる距離をい

う。 

ただし、蒸気を熱源とするものは、周囲の可燃物からの距離を 10cm 以上とすること

ができる。 

  なお、（公社）日本サウナ・スパ協会が定めた「サウナ設備設置基準」に適合してい

る場合は、当該離隔距離を火災予防上安全な距離として離隔距離基準により得られる

距離以上の距離として取り扱って差し支えない。（図７－２－１～図７－２－３参照） 
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【出典：平成 15 年 2 月 公益社団法人 日本サウナ･スパ協会 サウナ設備設置基準】 

 

図７－２－１ 電気サウナ設備（30 キロワット以下の対流型放射器）の離隔距離等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（Ａは離隔距離、ｂ及びｃは保有距離） 

 

（注） 斜線部分の天井、壁及び床は、天井面にあってはロックウールの吸音板、壁面に

あっては坑火石、床面にあってはコンクリート又はこれらと同等以上の遮熱性を有

する不燃材料で仕上げること。 

   また、断熱材にあっては、有効に遮熱できる不燃材料とし、厚さ 25mm 以上で密度

24 ㎏/㎥以上のロックウール、グラスウール等とすること。 

 

 

 

 

 

 

 

離隔距離等 7.5KW 以下 7.5KW を超え 15KW 以下 15KW を超え 30KW 以下 

Ａ 25cm 以上 50cm 以上 100cm 以上 

ｂ 10cm 以上 20cm 以上 

ｃ 100cm 以上 
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不燃材料で仕上げな
ければならない範囲

ａ 30cm以上

ｂ 10cm以上

ｃ 60cm以上

ｄ 100cm以上

ｅ 90cm以上

ｆ 20cm以上

（ａ～ｆは保有距離） 

【出典：平成 15 年 2 月 公益社団法人 日本サウナ･スパ協会 サウナ設備設置基準】 

 

図７－２－２ 電気サウナ設備（30 キロワット以下の遠赤外線放射装置）の離隔距離等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注） 斜線部分の天井、壁及び床は、天井面にあってはロックウールの吸音板、壁面にあっては坑火

石、床面にあってはコンクリート又はこれらと同等以上の遮熱性を有する不燃材料で仕上げるこ

と。 

   また、断熱材にあっては、有効に遮熱できる不燃材料とし、厚さ 25mm 以上で密度 24 ㎏/㎥以

上のロックウール、グラスウール等とすること。 
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不燃材料で仕上げな
ければならない範囲

ａ 30cm以上

ｂ 10cm以上

ｃ 60cm以上

ｄ 100cm以上

ｅ 90cm以上

ｆ 20cm以上

（ａ～ｆは保有距離） 

【出典：平成 15 年 2 月 公益社団法人 日本サウナ･スパ協会 サウナ設備設置基準】 

 

図７－２－３ ガスサウナ設備（50 キロワット以下の遠赤外線放射装置）の離隔距離等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注） 斜線部分の天井、壁及び床は、天井面にあってはロックウールの吸音板、壁面にあっては坑火

石、床面にあってはコンクリート又はこれらと同等以上の遮熱性を有する不燃材料で仕上げるこ

と。 

    また、断熱材にあっては、有効に遮熱できる不燃材料とし、厚さ 25mm 以上で密度 24 ㎏/㎥以上

のロックウール、グラスウール等とすること。 
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(3) 第 2 号 

「直ちにその熱源を遮断することができる手動及び自動の装置」とは、放熱設備の

異常な温度上昇による出火を防止するため、手動と自動で熱源を遮断する安全装置で

ある。 

電気ヒーターの場合は、一般に温度ヒューズと電源遮断スイッチを使用しており、

温度を自動的に調節する温度制御装置は熱源遮断装置には含まない。これは制御装置

では、一般的に異常な温度上昇が遮断されても、再び温度が下がると通電し、危険な

状態が繰り返されて、出火に至るという危険性を防止するためである。 

なお、熱源が遮断された場合は、異常発生原因を徹底的に究明したうえ、必要な措

置を講じてからでなければ復旧してはならない。 

 

２ 第 2 項 

  条例第 3 条（炉）の位置、構造及び管理についての規定が、同条第 1 項第 1 号及び第

10 号から第 12 号までを除いて、サウナ設備に準用されることを規定している。（表７

－２－１参照） 
 

表７－２－１       「サウナ設備」 基準の準用規定一覧表 

条 項 号 規 制 内 容 

3 

 

2 可燃物が落下し、又は接触するおそれのない位置に設置 

3 可燃性ガス等が発生し、又は滞留しない位置に設置 

4 避難の支障となる位置に設置しない 

5 有効な換気を行うことができる位置に設置 

6 不燃材料で金属以外の床上に設置（屋内に設ける場合） 

7 火災発生のおそれのある部分は不燃材料 

8 地震等により容易に転倒等しない構造 

9 表面温度が過度に上昇しない構造 

13 熱風炉に附属する風道の構造、可燃性物品からの離隔距離 

14 固形燃料を使用する場合の構造 

15 液体燃料を使用する場合の附属設備の構造 

16 液体燃料又は気体燃料を使用する場合の構造 

16 の 2 液体燃料又は気体燃料を使用する場合の安全装置 

16 の 3 気体燃料を使用する場合の配管・計器等の附属設備の基準 

17 電気を熱源とする場合の基準 

2 

1 設備周囲の不要物品の整理等 

2 設備及び附属設備の点検及び整備 

3 液体燃料及び電気を使用する場合の点検者の指定（告示第 5 号） 

4 本来の使用燃料以外の燃料の使用禁止 

5 異常燃焼を生ずるおそれのある設備に監視人の配置 

6 燃料タンクの転倒防止措置等 

3 － 不燃材料による区画（入力 350kW 以上の場合） 

4 － 液体燃料を使用する場合の構造及び管理 
 

 

 


